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大事故―1 

 

大規模事故対策編の構成 
 

 

この計画は、災対法第42条の規定に基づき、市民の生命、身体及び財産を一般災害から保護

するために、市が行うべき大規模事故対策の大綱(共通対策編で定めたものを除く。)を定める

ものとする。 
大規模事故対策編は、次のⅠ道路事故対策計画、Ⅱ鉄道事故対策計画及びⅢ航空機事故対策

計画から構成する。 

 なお、鉄道事故対策計画及び航空機事故対策計画の災害復旧計画については、道路事故対策

計画の災害復旧計画に準ずるものとする。 

 

Ⅰ 道路事故対策計画 

 

章 記載内容 

第１章 総 則 関係機関の業務の大綱、道路の状況と予想される事故の態様 

第２章 災害予防計画 

道路構造物の災害予防、道路管理者等の防災体制の整備、危険物流出

等に備えた資機材等の整備、防災訓練、道路トンネル事故の予防対策、

関係機関との相互連携体制の整備 

第３章 災害応急対策計画 
情報の収集・報告・伝達、応急体制、危険物等の流出・散乱に対する

応急措置 

第４章 災害復旧計画 
災害復旧計画の策定、施設の復旧、安全性の確認、被害者等へのフォ

ロー、再発防止策の検討 

 

Ⅱ 鉄道事故対策計画 

 

章 記載内容 

第１章 総 則 予想される事故と地域 

第２章 災害予防計画 
防災体制の整備、鉄道交通の安全確保、応急対策用資機材等の整備、

防災訓練、関係機関との相互連携体制の整備 

第３章 災害応急対策計画 情報連絡体制の整備、応急体制 

   (災害復旧計画) (１ 道路事故対策計画 第４章災害復旧計画に準ずる。) 

 

Ⅲ 航空機事故対策計画 

 

章 記載内容 

第１章 総 則 予想される事故 

第２章 災害予防計画 防災体制の整備 

第３章 災害応急対策計画 情報の収集・伝達、応急対策 

   (災害復旧計画) (１ 道路事故対策計画 第４章災害復旧計画に準ずる。) 
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大事故－2 

Ⅰ 道路事故対策計画 

第１章 総 則 
 

市内の県道、国道、高速道路等の道路において、自然災害、車両の衝突、車両火災、道路構造物の破壊

等により多数の死傷者を伴う大規模な事故が発生した場合に、迅速に負傷者を救出し被害の軽減を図る

ため、市、県及び防災関係機関がとるべき行動を定める。 

 

第１節 関係機関の業務の大綱 

 

防災関係機関が処理すべき業務は、次のとおりとする。 

機関名 処理すべき業務 

市 

(1) 事故状況の実態の把握及び的確な情報の収集並びに関係防災機関へ
の連絡通報、住民広報に関すること。 

(2) 被災者の救出、救護(搬送・収容)に関すること。 
(3) 事故拡大防止のための消火その他消防活動に関すること。 
(4) 警戒区域の設定及び立入制限、現場警戒並びに付近住民に対する避難
の指示に関すること。 

(5) 県及び他の市町に対する応援要請に関すること。 
(6) 関係防災機関との調整に関すること。 

道路管理者 
(国土交通省中部地方整
備局、県、市、中日本
高速道路株式会社) 

(1) 管理道路の災害予防に関すること。 
(2) 管理道路の防災体制の整備に関すること。 
(3) 事故発生時の道路通行禁止と制限及び道路交通の確保に関すること。 
(4) 道路施設の二次災害の阻止及び復旧に関すること。 

県 

(1) 的確な情報の収集・把握及び関係防災機関への連絡・通報に関すること。  
(2) 自衛隊や他の地方公共団体等に対する応援要請に関すること。 
(3) 国、市町及び防災関係機関との連絡調整に関すること。 
(4) 医療救護体制の確保に関すること。 

県警察 
(島田警察署) 

(1) 災害関係情報の収集及び伝達 
(2) 被害実態の早期把握 
(3) 負傷者等の救出救助 
(4) 緊急交通路の確保等交通上の措置 
(5) 避難誘導及び二次災害の防止措置 
(6) 検視及び行方不明者の捜索 
(7) 市民の安全確保と不安解消のための広報 
(8) 関係機関の行う災害復旧への協力 
(9) その他必要な警察業務 

国土交通省 
中部地方整備局 

(1) 事故状況の収集・把握及び関係防災機関への連絡通報に関すること。 
(2) 関係防災機関との調整に関すること。 

気象庁東京管区気象台 
(静岡地方気象台) 

(1) 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表 
(2) 気象、地象(地震にあっては地震動に限る。)及び水象の予報及び警報  
(3) 気象、地象及び水象に関する情報の収集及び発表 
(4) 気象業務にかかわる各種の研究 
また、これらの業務を適切に実施するため、気象庁は気象、地象、水象

に関する各種観測網及び予報、警報等を発表、伝達する各種組織など、所
要の施設及び体制を整備する。 

静岡市消防局 
(静岡市島田消防署) 

(1) 救助・救出用資材、車両等の整備 
(2) 救急隊員、救助隊員の知識、技術の向上、救急救命士の育成 
(3) 事故発生時の医療機関との情報相互伝達体制の確立 
(4) 携帯電話からの119番通報に対し的確に対応できる体制の確立 

医療機関  搬送患者を効率よく受け入れるための情報伝達体制の確立 

建設事業者  事故災害対応に必要な資機材の備蓄状況の把握 



大規模事故対策編Ⅱ鉄道事故対策計画」  

大事故－3 

 

第２節 道路の状況と予想される事故の態様 

 

１ 市内の道路状況 

(令和５年４月１日現在) 

道路の種類 路線数 実延長(km) 

高速自動車国道 ２ 13.80 

国  道 ２ 45.63 

県  道 20 158.49 

市   道（※） 3,493 1,079.83 

合  計 3,517 1,297.75 

  （※）高速自動車道、国道、県道：静岡県の道路状況（管理機関別）Ｒ４.４.１現在 

（※）市道：Ｒ５年度 道路台帳より（Ｒ５.４.１現在） 

 

 

２ 市内の交通事故件数等 

 

区 分 
人身事故発生件数 

(件) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

令和４年 443 １ 585 

令和５年 421 ３ 544 

 

３ 予想される道路事故の態様 

 

市内で発生が予想される道路事故には、落石・土砂崩れといった自然災害に起因するもの、道路構

造物の破損に起因するもの、大規模な交通事故によるものなどが想定され、態様としては次のものが

考えられる。 

 

要  因 想定される事故 

自然災害等に起因するもの 

(1) 落石・土砂崩れ等による道路法面の崩壊 

(2) 土砂崩れ等による道路への土砂の流出 

(3) 河川の増水等による橋梁・道路の流失 

大規模な交通事故等に起因するもの 

(1) トンネル内での車両火災 

(2) 道路上での危険物等の漏洩 

(3) バスの転落等事故 

その他 沿道での大規模火災等 
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大事故－4 

第２章 災害予防計画 

 

 

第１節 道路構造物の災害予防 

 

１ 異常気象時、災害発生時の措置 

道路管理者は、豪雨、積雪等の異常気象時及び地震等大規模災害発生時における道路交通の危険防   

止を図る。 

 

２ 平常時の措置 

道路管理者は、道路構造物の異常を早期に知覚するために点検を実施し、災害発生のおそれがある

危険箇所を把握し、改修等を行う。また、被災した施設の早期復旧を図るため、平常時から応急復旧資

機材を保有又は調達できる体制を整備する。 

 

３ 関係機関との連携・協力 

市及び静岡市島田消防署は、他の道路管理者等と連携・協力し、救助・救急、医療機関への搬送、

不明者の捜索、交通規制､危険物の処理､住民の避難等を迅速に実施できるよう体制を整備するととも

に､訓練等を通じて平時から災害対応の習熟に努める。 

 

第２節 道路管理者等の防災体制の整備 

 

実施主体 内  容 

市 防災関係機関相互の情報伝達体制の整備 

消防機関 

(静岡市島田消防署) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 救助・救急活動に必要な車両及び救急救助用資機材の整備 

道路管理者 

(国土交通省中部地方整

備局、県、市、中日本高

速道路株式会社) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 安全設備等の整備 

(3) 防災体制の確立(情報連絡を含む) 

(4) 異常気象時の通行規制区間の指定 

(5) 通行規制の実施及び解除 

(6) 通行規制の実施状況に関する広報 

(7) 防災訓練の実施 

県 防災関係機関相互の情報伝達体制の整備 

警察 

(島田警察署) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 防災体制の確立(情報連絡を含む) 

(3) 通行の禁止等の措置 

(4) 信号機等の点検 

静岡地方気象台 

(1) 気象観測予報体制及び地震・津波・火山監視体制の整備等 

(2) 気象等の防災情報の提供等 

(3) 気象知識等の普及 

国土交通省 

中部地方整備局 
防災関係機関相互の情報伝達体制の整備 

医療機関 
(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 応急救護用医薬品、医療資機材等の確保体制の整備 

建設事業者 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 応援業務に関連する情報連絡体制の整備 

(3) 応援業務に必要な資機材の備蓄状況の把握 
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大事故－5 

第３節 危険物流出等に備えた資機材等の整備 

  

道路管理者等は、危険物等の流出時に的確な防除活動を行うことができるよう、資機材の整備に努め

るものとする。また、特に危険物等の運搬事業者に対しては、運搬車両の安全対策及びイエローカード

(化学物質の有毒性、事故発生時の応急措置、緊急連絡先等を記載したカード)の携行の普及促進等を図

るものとする。 

 

第４節 防災訓練 

  

防災関係機関は、相互に連携し、消火､救助・救出等について、より実践的な防災訓練を実施するもの

とする。 

 

第５節 道路トンネル事故の予防対策 

 

１ 主要なトンネルの現状 

  市にある防災上重要なトンネル(延長２km以上又はトンネル等級Ａ以上)は、11箇所である。 

 

№ 名称 管理者 路線名 
延長 

(ｍ) 

ト

ン

ネ

ル

等

級 

非常用施設の有無 

関連市 
非

常

電

話 

ボ

タ

ン

通

報 

火

災

検

知

機 

非

常

警

報

装

置 

消

火

器 

消

火

栓 

誘

導

掲

示

板 

1 牧之原第三トンネル 浜松河川国道事務所 (国)１号 510 A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

2 大草トンネル(上り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 2,659 AA ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 藤枝市 

3 大草トンネル(下り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 2,679 AA ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 藤枝市 

4 尾川第一トンネル(上り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 441 A ○ ○ - - ○ ○ ○  

5 尾川第一トンネル(下り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 510 A ○ ○ - - ○ ○ ○  

6 尾川第二トンネル(上り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 451 A ○ ○ - - ○ ○ ○  

7 尾川第二トンネル(下り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 460 A ○ ○ - - ○ ○ ○  

8 矢倉山トンネル(上り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 1,379 A ○ ○ - - ○ ○ ○  

9 矢倉山トンネル(下り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 1,336 A ○ ○ - - ○ ○ ○  

10 粟ヶ岳トンネル(上り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 4,522 AA ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 掛川市 

11 粟ヶ岳トンネル(下り) 中日本高速道路㈱ 新東名高速道路 4,667 AA ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 掛川市 

 

２ 事故防止対策 

トンネル内での追突事故及びこれに伴う車両火災事故は、大きな人的、物的被害をもたらすおそれ

があることから、道路管理者等は事故防止のため次のとおり、設備及び体制の整備に努める。 

(1) 道路管理者は、トンネルにおける消火、警報設備等の整備及び作動状況の点検並びに関係機関の   

連絡協調体制について改善に努めるものとする。 

(2) 道路利用者、運行管理者等に対する安全運転の励行、車両及び積荷の点検整備等の指導を行うと 

ともに、広報等に努めるものとする。 

(3) 道路管理者、警察及び消防機関等は交通量、トンネルの形状等により災害対策の必要性の高いトン

ネルについて、定期的に合同の防災訓練の実施に努めるものとする。 
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第６節 関係機関との相互連携体制の整備 

 

１ 連絡窓口の明確化 

関係防災機関は、事故情報、被害状況及び各機関の応急対策の実施状況等の情報を相互に共有し､情

報の欠落や錯綜等を未然に防止するため、連絡窓口等をあらかじめ明確にしておくこととする。 

 

２ 防災訓練の合同実施 

防災関係機関は、合同で防災訓練を実施し、情報の伝達、交通規制、救助・救出活動等における道

路事故災害応急対策の特性及び職務分担について、周知徹底を図るものとする。 
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第３章 災害応急対策計画 

 

 

事故の状況に応じて、配備職員の参集・増員、情報収集体制の確立、災害対策本部の設置など、必要

な体制及び対策を行う。 

 

第１節 情報の収集・報告・伝達 

 

１ 情報の収集・広報 

災害の発生状況及び被害の状況を収集し、把握できた内容を関係部課、関係機関と共有する。迂回

路等の情報と併せて随時市や道路管理者のホームページに掲載するとともに、ＦＭ島田、同時通報用

無線等を活用した広報活動を行う。 

 

２ 災害内容の報告 

道路災害発生の通報を受けた機関等は、関係部課に内容を連絡する。また、静岡市島田消防署は、

災害報告取扱要領(昭和45年４月10日消防防第246号消防庁長官)に基づき、県へ必要事項を報告する。 

 

３ 情報伝達 

市、県及びその他防災関係機関は、被災者の家族等のニーズを十分把握し、道路災害の状況、安否

情報、医療機関等の情報、それぞれの機関が講じている施策に関する情報、交通規制等被災者等に役

立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。 

 

＜情報連絡系統図＞ 
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第２節 応急体制 

 

１ 市の体制 

 

(1) 情報収集 

事故の連絡を受けた市は、県警察(島田警察署)、静岡市島田消防署等の関係機関から情報を収集  

し、事故の状況に応じて、必要に応じ関係部課職員の参集、事故対策資機材の事前準備等の初動体

制確立のための措置をとる。 

 

区  分 内  容 

任  務 

(1) 初期情報の収集･整理 

(2) 消火活動に関する応援体制の確保 

(3) 救出救助に関する応援体制の確保 

(4) 現場救護地区の設置及び負傷者搬送に係る調整の検討 

(5) 災害対策本部設置の検討 

(6) その他必要な活動の検討 

(7) 県への報告 

(8) 広報に関する事項 

 

(2) 市災害対策本部 

市は、連絡を受けた事故が、多数の死傷者等を伴う大規模事故又は大規模事故に移行するおそれ 

がある場合で、市長が必要と認めるときは、災害対策本部を設置する。災害対策本部の運営につい

ては市災害対策本部設置運営要領による。 

 

２ 防災関係機関 

   防災関係機関は、次の事項を処理する。 

 

実施主体 内  容 

市 

(1) 現地における応急的医療施設及び収容施設等の設置並びに管理 

(2) 死傷者の捜索、救出、搬出及び災害現場の警戒並びに関係機関の実施

する搬送等の調整 

(3) 遺体の措置 

(4) 道路の応急復旧 

県 

(災害対策本部) 

(1) 防災対策の総合調整 

(2) 情報収集、発信、広報 

(3) 関係機関への支援要請 

  ア 自衛隊への災害派遣要請 

イ 消防庁、他都県等への支援要請 

ウ 医療機関等への協力要請 

エ 消防庁への緊急消防援助隊の出動要請 

オ その他関係機関への応援要請 

(4) 二次災害等発生防止措置 

(5) 消防庁への報告 

(6) 広報に関する事項 
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県 

(現地災害対策本部) 

(1) 消火活動に関する調整 

(2) トリアージ及び救急医療活動に係る調整 

(3) 負傷者搬送に係る調整 

(4) 負傷者数の把握及び搬送先医療機関等に係る調整 

(5) 被災者情報に関すること。 

(6) 広報に関すること(緊急を要する事項)。 

(7) 遺体措置に関する調整 

(8) その他必要な活動 

道路管理者 

(国土交通省中部地方

整備局、県、市、中日

本高速道路株式会社) 

(1) 負傷者の救助及び消火活動の実施のために必要な協力 

ア 主要交通路(迂回路)の確保 

イ 災害時における通行の禁止又は制限 

(2) 道路施設の応急復旧活動に関すること。 

ア 道路の応急復旧 

イ 類似災害の再発防止のための被災箇所以外の道路施設に関する緊

急点検の実施 

警察(島田警察署) 

(1) 災害関係情報の収集及び伝達 

(2) 被害実態の早期把握 

(3) 負傷者等の救出救助 

(4) 緊急交通路の確保等交通上の措置 

(5) 避難誘導及び二次災害の防止措置 

(6) 検視及び行方不明者の捜索 

(7) 市民の安全確保と不安解消のための広報 

(8) 関係機関の行う災害復旧への協力 

(9) その他必要な警察業務 

消防機関 

(静岡市島田消防署 

及び消防団) 

(1) 消火活動 

(2) 被災者の救出、救護 

(3) 負傷者の医療機関への搬出 

医療機関 

(1) 救護所の開設 

(2) 負傷者に対する医療処置 

(3) 患者搬送 

建設事業者 負傷者の救助及び消火活動の実施のために必要な協力 
 

第３節 危険物等の流出・散乱に対する応急措置 
  
危険物等の流出・散乱が確認された場合又は想定される場合は、次の措置を行う。 
 

１ 拡散防止措置等 
 

区  分 内  容 

流出危険物の 

拡散防止及び 

除去 

(1) 警察及び消防は、危険物等の運搬車両に備えてあるイエローカード又は運搬

車両の所属事務所から流出危険物の名称、性状及び毒性等の状況を把握する。 

(2) 輸送業者及び消防、警察、道路管理者は連携して、危険物の防除作業を実施

し、拡散防止に努める。 

二次災害の防止 

(1) 消防機関等は、流出危険物から発生する可燃性ガス及び有毒ガスの検知を行

い、火災及び健康被害、環境汚染防止等を行う。 

(2) 流出危険物による飲料水汚染の可能性がある場合には、当該水道水の取水機

関(県大井川広域水道企業団、市水道課、大井上水道企業団、簡易水道組合及び

飲料水供給施設管理者)に直ちに連絡し、取水制限等の措置をとる。 

(3) 流出危険物による河川海域等の公共用水域、地中及び大気汚染の可能性があ

る場合には、河川管理者及び県保健所等は、必要に応じて環境調査を実施する｡ 

(4) 必要に応じて付近住民等の避難誘導等を行う。 
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２ 市民の安全確保 

(1) 危険物等が流出・散乱した場合は、有毒物質等の拡散等により影響のある地域に対して、付近の 

市民等の避難、区域への立入禁止等の必要な措置を行う。また付近の市民等を避難させる際には、

安全な地域に避難場所を開設する。 

(2) 災害の概要及び警戒区域の指定状況、規制の内容(中毒危険、退去命令及び火気の使用禁止等)の

情報を広報する。 

(3) 危険物の処理が終了し、安全が確認された場合、速やかに警戒区域を解除するとともに、その旨

を広報する。 
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第４章 災害復旧計画 

 

 

第１節 災害復旧計画の策定 

  

関連する他の施設の被災状況・応急復旧状況及び既存の整備計画等の動向を踏まえ、関連する部課や

他機関との調整を図った上で、迅速かつ計画的な災害復旧計画を策定する。 

 

第２節 施設の復旧 

  

施設の管理者は、災害による地域の社会経済活動の低下を最小限にとどめるため、可能な限り迅速か

つ円滑な復旧を図るものとする。また、復旧完了時期の明示に努める。 

 

第３節 安全性の確認 

 

応急対策が概ね完了したときは、関係部課及び関係機関と協力して、早急に安全性の確認を行う。 

安全性の確認がなされた場合は、報道機関へ情報提供するとともに、ホームページ、同時通報用無線､

ＦＭ島田等を活用して広く市民に周知を図る。 

 

第４節 被害者等へのフォロー 

 

１ 健康相談の実施 

危機事案の発生により乗客及び沿線住民が大きな被害を受けた場合は、県と協力して相談窓口を設

置するとともに、医師、保健師による巡回健康診断を実施する。 

 

２ 心の健康相談の実施 

発生した危機事案による心的外傷後ストレス障害(ＰＴＳＤ)等に対応するため、関係機関の協力

を得て、心の健康に関する相談窓口を設置する。 

 

第５節 再発防止策の検討 

 

１ 対応の評価 

 

(1) 当該危機事案への対応が収束した時点でそれまでの対応等の総括を行い、緊急連絡や応急対策の

評価、反省点の抽出、改善策の検討を行う。 

 

(2) 関係機関に対し事後評価内容の情報提供、共有化を行い、対応のあり方の見直しを促進する。 

 

２ マニュアル等の見直し 

関係法令等の改正、事後評価による改善等がなされた場合は、対応するマニュアル等を速やかに見

直し、関係機関に周知する。 
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Ⅱ 鉄道事故対策計画 

第１章 総 則 
 

 

市内の鉄道施設において、列車の衝突、脱線等により死傷者を伴う大規模な事故又は火災及び危険物

の流出を伴う大規模な事故が発生した場合に、迅速に負傷者を救出し被害の軽減を図るため、市、県及

び防災関係機関がとるべき行動を定める。 

 

第１節 予想される事故と地域 

 

１ 事故の形態及び発生要因(国土交通省鉄道事故等報告規則) 

 

事故の形態 内  容 

列車衝突事故 列車が他の列車又は車両と衝突し、又は接触した事故 

列車脱線事故 列車が脱線した事故 

列車火災事故 列車に火災が生じた事故 

踏切障害事故 
踏切道において列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又は接

触した事故 

道路障害事故 
踏切道以外の道路において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝

突し、又は接触した事故 

鉄道人身障害事故 
列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故(上記５種類の事故に伴うも

のを除く。) 

鉄道物損事故 
列車又は車両の運転により500 万円以上の物損を生じた事故(上記６種類の事

故に伴うものを除く。) 

 

２ 市内の鉄道事業者及び運行路線 

 

会社名 路線名 区 間 営業キロ(km) 

東海旅客鉄道㈱ 
東海道新幹線 熱 海 ～ 浜 松 152.7 

東海道本線 熱 海 ～ 新所原 177.8 

大井川鐵道㈱  金 谷 ～ 井 川 65.0 
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第２章 災害予防計画 
 

 

第１節 防災体制の整備 

実施主体 内  容 

市 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 消火・捜索・救助・救出・医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

消防機関 

(静岡市島田消防署

及び消防団) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 消火・捜索・救助・救出・医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

県 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 消火・捜索・救助・救出・医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 災害発生の防止又は拡大防止のための措置関係機関との相互連携体制の整

備 

(4) 防災訓練の実施 

(5) 関係機関との相互連携体制の整備 

警察 

(島田警察署) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 捜索・救助・救出活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

中部運輸局 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 鉄道事業者に対する安全指導 

(3) 管内で鉄道事業を営むものに対し、法令の規定に基づき、定期又は必要の都

度立入検査 

(4) 救助・救出に係る資機材等の整備及び備蓄 

(5) 防災訓練への参加 

(6) 関係機関との相互連携体制の整備 

鉄道事業者 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 鉄道施設の安全対策の推進、防災体制の整備、職員に対する教育・訓練の実

施 

(3) 乗務員に対する適性検査の定期的実施 

(4) 車両や施設に関する安全確保の実施 

ア 土砂災害等から鉄道の保全を図るため、トンネル、落石覆その他の線路防

護施設の整備・点検、軌道･踏切等の定期的検査 

イ 列車集中制御装置(CTC)、自動列車停止装置(ATS)の高機能化、線路防護施設

の整備促進等、安全性の向上につながる施設の整備 

(5) 安全管理規定、防災業務計画、防災業務実施計画、事故・災害等応急処理手

続きに関するマニュアル等防災計画の作成 

(6) 応急対策用資機材の整備 

(7) 防災訓練への参加 

(8) 関係機関との相互連携体制の整備 

医療機関 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

関係団体  情報連絡体制の整備 
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第２節 鉄道交通の安全確保 

 

各鉄道事業者は、列車の安全運行確保のため教育を徹底し、事故発生の防止に努める。また、一般公

衆に対する啓発を行う。 

 

１ 踏切事故対策 

各鉄道事業者及び関係機関は、踏切での重大事故発生の防止のため、ポスター掲示や新聞・放送等

の広告により啓発活動を実施する。また、踏切通行車両のモラルの向上及びトラブル発生時の処置方

法について、自動車運転者への普及に努める。 

 

２ 鉄道妨害の防止 

各鉄道事業者及び関係機関は、重大な鉄道事故を引き起こす原因となる置き石等の鉄道妨害の発生 

防止のため、学校等を通じて啓発活動を行うものとする。 

 

３ 鉄道交通の障害となりうる植物等の除去 

鉄道事業者は、植物等が鉄道施設に障害を及ぼし、又は及ぼすおそれがある場合等には、所要の手

続きを行った上で、伐採等を行うなど、鉄道の輸送の安全確保に努めるものとする。 

 

第３節 応急対策用資機材等の整備 

 

各鉄道事業者は、各社の保安規定に基づき、事故発生時の応急対策に必要な資機材を整備・配備し、

外部からの緊急調達方法等についても、あらかじめ関連事業者と取り決めておくものとする。 

 

第４節 防災訓練 

 

各鉄道事業者は、事故発生を想定した緊急対応訓練を定期的に実施し、習熟に努める。また、消防、

警察、市、県、その他関係機関と合同で、列車の脱線・転覆等、大規模な鉄道事故災害の発生を想定し

た緊急対応訓練の実施について検討するものとする。 

 

第５節 関係機関との相互連携体制の整備 

 

各鉄道事業者は、事故災害発生時の消防、警察、市、県その他の関係機関との連携についてあらかじ

め協議・検討し、情報連絡体制及び相互の役割分担等について確認し、平時から関係強化に努めるもの

とする。 
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第３章 災害応急対策計画 
 

鉄道災害が発生した場合、次の対策を行う。 

 

第１節 情報連絡体制の整備 

 

鉄道事業者は、乗客、乗員、地域住民等に多数の死傷者の発生又は危険物の流出等により事故現場周

辺に危険が及ぶような大規模鉄道事故が発生した場合は、速やかに下記の経路により関係機関に通報す

る。 

このほか、地域住民からの110番、119番通報等により事故発生情報がもたらされる場合があるので、

通報を受けた機関は、関係機関に迅速かつ確実に情報を伝達する。 

また、市及び県は、通報を受けたときは直ちに事故現場に情報収集要員を派遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鉄道事業者 

事故発見者又は 

事故発生通報受信

者 

事故発生  

警察本部 

中部運輸局 島田市 

［各部局の

出先機関］ 

・観光客対

策 (国内、海

外) 

・道路・河

川、港湾復

旧等 

・健康管理・

相談対策 

・児童等避

難対策 

県中部地域局 

消防庁 

関係省庁 自衛隊

等 

静岡県 

県地域交通課 

県危機管理部 

島田警察署 

静岡市消防局 

市 民 

［各部局

の出先機

関］ 

・観光客

対 策 ( 国

内、海外) 

・道路・河

川、港湾

復旧等 

・健康管

理・相談

対策 

・児童等

避難対策 
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第２節 応急体制 

 

１ 市の体制 

 

(1) 情報収集 

連絡を受けた事故が、多数の死傷者等を伴い、対応が困難と思われる場合は、市は関係機関等か

ら情報を収集し、事故の状況に応じて、必要な職員の配置し、初動体制の確立のために必要な措置

をとる。 

 

区  分 内  容 

任  務 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 職員の非常参集、災害対策本部設置など必要な体制の確立 

(3) 県又は防災関係機関への協力・応援要請 

(4) 医療救護活動の支援 

(5) 避難誘導、避難所の開設 

(6) 遺体安置所の設置 

(7) 住民に対する広報 

 

(2) 災害対策本部 

連絡を受けた事故が、多数の死傷者等を伴う大規模事故等、大規模事故に移行するおそれがある

場合で、市長が必要と認めるときは、市災害対策本部を設置する。市災害対策本部の運営について

は市災害対策本部設置運営要領による。 

 

２ 関係機関等 

実施主体 内  容 

消防機関 

(静岡市消防局島田消防

署及び消防団) 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 消火活動 

(3) 捜索活動 

(4) 救出･救助･救急活動 

(5) 医療救護活動 

(6) 負傷者の搬送 

県 

(災害対策本部) 

(1) 防災対策の総合調整 

(2) 情報収集、発信 

(3) 関係機関への支援要請 

ア 自衛隊への災害派遣要請 

イ 消防庁、他都県等への支援要請 

  ウ 医療機関等への協力要請 

  エ 消防庁への緊急消防援助隊の出動要請 

  オ その他関係機関への応援要請 

(4) 防災ヘリコプターによる搬送及び被害状況の調査 

(5) 二次災害等発生防止装置 

(6) 消防庁への報告 

(7) 広報に関する事項 
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警察 

(1) 災害関係情報の収集及び伝達 

(2) 被害実態の早期把握 

(3) 負傷者等の救出救助 

(4) 緊急交通路の確保等交通上の措置 

(5) 避難誘導及び二次災害の防止措置 

(6) 検視及び行方不明者の捜索 

(7) 市民の安全確保と不安解消のための広報 

(8) 関係機関の行う災害復旧への協力 

(9) その他必要な警察業務 

中部運輸局 情報の収集・伝達 

鉄道事業者 

(1) 情報の収集･伝達 

(2) 各社の防災計画及び事故対策マニュアル等に基づき、直ちに社内に事

故対策本部を設置及び事故現場近傍に現地復旧本部を設置 

(3) 自社の現地復旧本部と近接して関係機関の現地本部が設置できるよう

手配 

(4) 市や県に対する必要な支援の要請 

(5) 事業者としての消火・捜索・救出・救助活動 

(6) 後続列車の衝突等の２次災害の防止活動 

(7) 危険物等を積載している場合は、被害防止対策の実施、消防や警察へ

の報告 

(8) 被災者の家族等への情報提供 

(9) 被災者及び被災家族に対する必要な手配 

(10)代行輸送等の手配 

(11)避難誘導 

(12)乗客等に対する広報 

関係団体 

日本赤十字社静岡県支部 

(1) 医療及び遺体措置に関すること 

(2) 血液製剤の確保及び供給のための措置 

 

３ 情報の収集・伝達 

 

(1) 鉄道災害発生の通報を受けた場合は、関係部課に内容を連絡する。また、災害報告取扱要領(昭和

45年４月10日消防防第246号消防庁長官)に基づき、県へ必要事項を報告する。 

 

(2) 災害の発生状況及び被害の状況を収集し、把握できた内容を関係部課、その他関係機関と共有す

る。広報の必要がある場合には、ホームページ、同時通報用無線、ＦＭ島田等を活用して広く市民

に周知を図る。 

 

４ 広報活動 

鉄道事業者は、事故の応急対策の実施状況及び復旧見込み等についての情報を、定期的又は随時の

記者会見等により、報道機関に提供するものとする。 

 

５ 消防活動 

火災が発生している場合は、迅速な消火、二次災害の防止等の活動を実施する。 

 

６ 救助・救急活動 

現場において救助活動を実施し、救助した傷病者等を医療機関に搬送する。 

 

７ 医療救護等 

傷病者が多数発生した場合は、救護所、案内窓口、遺体安置所を設置し、対応にあたる。 
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８ 避難 

乗客を一時的に避難させる必要がある場合は、安全な地域に避難場所を開設する。避難誘導を行う

と同時に、災害の概要及び災害危険箇所等の情報を避難者に提供する。 

 

９ 危険物等搭載貨車事故に対する応急対策 

区  分 内  容 

初動対応 

危険物、毒劇物、高圧ガス等を積載した貨車が、事故により爆発・炎上した

場合又はその危険性があると判断された場合は、乗務員又は駅員は直ちに消防

機関(静岡市島田消防署)や警察(島田警察署)に通報し、安全な場所での停車、

事故車両の安全な場所への隔離等応急措置を行う。 

二次災害防止及び住

民の安全確保 

現地に出動した消防隊の指揮者又は鉄道事業者の現場における責任者は、流

出した危険物等の爆発又は有害物質の拡散等により周辺に危険が及ぶと判断

されるときは、直ちに周辺地域での火気の遮断及び地域住民の一時避難を市長

に要請する。また、流出した危険物等が河川、下水道等に流入した場合又はそ

のおそれがある場合は、市及び河川管理者等の必要な機関に連絡する。 

(災害復旧計画については、原則としてⅠ道路事故対策計画 第４章災害復旧計画に準ずる。) 
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Ⅲ 航空機事故対策計画 

第１章 総 則 
 

 

静岡空港及び市内において、航空機の墜落等により、多数の死傷者を伴う大規模な災害が発生した場合

又は発生するおそれがある場合に、その拡大を防御し、被害の軽減を図るため、市がとるべき行動を定め

る。 

 

第１節 予想される事故 

 

１ 事故の形態 

航空機事故とは、航空機が航行中に起きる事故であり、航空機事故の形態としては次のような形があ

げられる。 

令和２年12月には、大代地区にヘリコプターが墜落し、周辺住民の被害や山火事には波及しなかった

ものの、操縦士が死亡する事故が発生している。 

事故の形態 内  容 

墜落 

(1) 墜落は飛行中に突然発生することが多く、空港内だけでなく市街地、海、山など墜

落場所を問わないため、墜落場所によっては乗員・乗客だけでなく数十～数百人の住

民が巻き添えとなることがある。住民への影響として、住民の死傷発生、住家等の損

壊・火災、送電線切断による長期停電等の被害が発生し得る。 

(2) 胴体が寸断されるなど、空中で跡形もなくなるケースと原型を保ったまま墜落す

るケースがある。 

(3) 胴体が寸断又は空中分解すれば、乗客の生存はほぼ絶望的である｡ 

(4) 原型を保ったまま墜落の場合では、機体が衝撃を吸収するため、墜落場所と座席

位置によっては生存の可能性はある。 

不時着 

(1) 降着装置が降りなかったり、燃料が尽きたり、操縦系統が故障したり、屋根が吹き

飛んだりしながらも無事に着陸できるケースと、着陸態勢は取れたが場所が不適当

だったため機体が破損するケースがある。 

(2) 無事に着陸ができなくても、衝撃が墜落に比べコントロールできているので生存

率は高い。 

オーバーラン 

(1) 離陸できずに滑走路の先の障害物にぶつかるケースと、着陸の際に制動距離が長

すぎてぶつかるケースがある。 

(2) 地上で起きるので生存率は高いが、状況によっては多くの死傷者が出る場合もあ

る。 

火 災 
(1) 飛行中あるいは地上にいる際に何らかの原因で火災が発生することがある。 

(2) 火と煙が回りきる前に着陸できるかどうかで被害の様相が大きく変わる。 

衝 突 

(1) 空中衝突して墜落するケースもあるが、悪天候等で現在位置を把握することがで

きず、地上に衝突するケースもある。 

(2) 大半の事例では良くて片方、悪ければ両方が墜落して大惨事へと発展している。 

 

２ 事故の危険性 

航空機(特に旅客機)では、ひとたび事故が生じると、乗員・乗客のみならず、状況によっては地上に

いる住民をも巻き込む大惨事となってしまう危険性がある。 
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第２章 災害予防計画 

 

第１節 防災体制の整備 
 
市、県及び防災関係機関は、平常時から次の施策を実施し、航空災害発生の防止や発生した場合の被害

の軽減に寄与する事前の対策を推進する。 

実施主体 内  容 

市 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 消火・捜索・救助・救出・医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

消防機関 

(静岡市消防局島田消

防署及び消防団) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 消火・捜索・救助・救出・医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

県 

(1) 富士山静岡空港株式会社による緊急時対応計画の整備、機器管理

体制構築状況等の確認 

(2) 情報連絡体制の整備 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

警察 

(島田警察署) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 捜索・救助・救出活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

東京航空局東京空港事務所 

東京航空局静岡空港出張所 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 航空交通の安全確保等のための規程等の整備 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

富士山静岡空港(株) 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 消火・捜索・救助・救出・医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄  

(3) 航空交通の安全確保等のための規定等の整備 

(4) 防災訓練の実施 

(5) 関係機関との相互連携体制の整備 

航空事業者 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 航空交通の安全確保等のためのマニュアル等の整備 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

医療機関 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 医療救護活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 

静岡地方気象台 

東京航空地方気象台 

東京航空地方気象台 

静岡航空気象観測所 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 航空機の安全運航に必要な気象観測の実施 

(3) 気象予警報の発表(東京航空地方気象台静岡航空気象観測所を除く) 

(4) 防災訓練への参加(東京航空地方気象台静岡航空気象観測所を除く) 

(5) 関係機関との相互連携体制の整備 

自衛隊 

(1) 情報連絡体制の整備 

(2) 捜索・救助・救出活動に係る資機材等の整備及び備蓄 

(3) 防災訓練への参加 

(4) 関係機関との相互連携体制の整備 
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第３章 災害応急対策計画 
 

 

静岡空港及び市内において、航空機事故が発生した場合、市、県及び防災関係機関等は、直ちに初動体制を確

立して次の対策を行い、被害の軽減を図る。 

 

第１節 情報の収集・伝達 

 

航空災害防災関係機関は、航空機事故の発生を認知したときは、発生状況及び被害の状況を収集し、把握した

内容を下図に示す連絡系統により他の関係機関に連絡通報する。 

 

１ 連絡系統図 

静岡空港及びその周辺において航空機事故が発生した場合(詳細は、静岡空港航空機事故等対応計画によ

る。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島田市 

医師会・ＤＭＡＴ 

富士山静岡空港(株) 

東京航空局静岡空港出張所  

静岡市消防局 

島田警察署 警察本部 

県内DMAT 
DPAT 

県内災害拠点病院 

警察庁 

当該航空事業者 

その他航空事業者 

消防庁 

自衛隊 

県中部地域局 

静岡空港内関係機関 

国土交通省 

近隣医療機関 

海上保安庁 

富士山静岡空港㈱ 

 

県危機管理部 

県健康福祉部 

県スポーツ・ 

文化観光部 

市 民 
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第２節 応急対策 

 

１ 市の対応方針 

静岡空港及び市内において航空機事故が発生した場合 

 

(1) 富士山静岡空港株式会社から航空機事故が発生した旨の連絡を受けた場合は、関係機関等

から情報を収集し、事故の状況に応じて、必要な職員を配置し、初動体制の確立のために必

要な措置をとる。 

 

(2) 事故の連絡を受けた場合は、必要に応じて市長に災害対策本部の設置を協議する。 

 

(3) 市長は、必要と認めるときは市災害対策本部を設置するとともに、県が設置する空港現地対応本部

に職員を派遣し、情報の収集等に当たる。 

 

(4) 市は、必要に応じた支援調整や応急対策を実施する。 

 

２ 市の体制 

 

(1) 情報収集 

連絡を受けた事故が、多数の死傷者等を伴い、対応が困難と思われる場合は、市は防災関係機関等

から情報を収集し、事故の状況に応じて、必要な職員を配置し、初動体制の確立のために必要な措置

をとる。 

 

任  務 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 職員の非常参集、市災害対策本部設置など必要な体制の確立 

(3) 県又は防災関係機関への協力・応援要請 

(4) 医療救護活動の支援 

(5) 避難誘導、避難所の開設 

(6) 遺体安置所の設置 

(7) 住民に対する広報 

  

(2) 災害対策本部 

連絡を受けた事故が、多数の死傷者等を伴う大規模事故又は大規模事故に移行するおそれがある場

合で、市長が必要と認めるときは、市災害対策本部を設置する。市災害対策本部の運営については市

災害対策本部設置運営要領による。 

 

３ 防災関係機関の対応事項 

  防災関係機関は、次の事項を処理する。 

実施主体 内  容 

富士山静岡空港(株) 
(静岡空港における航空機事故発生時) 

静岡空港航空機事故等対応計画に基づく対応の実施 

県 

(現地災害対策本部) 

(1) 災害対策本部及び被災市町等との連絡調整 

(2) 航空機事故等空港現地対応本部又は被災市町に対する連絡員・応

援要員の派遣 

(3) 航空機事故等空港現地対応本部が行う現地活動の支援(静岡空港

において航空機事故が発生した場合) 

県 

(航空機事故等空港現地対応本部) 

(1) 消火活動に関する調整 

(2) トリアージ及び救急医療活動に係る調整 

(3) 現場救護地区の設置及び負傷者搬送に係る調整 
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(4) 搭乗員名簿の入手及び確認 

(5) 負傷者数及び搬送先医療機関等に係る調整 

(6) 広報に関すること(空港現地対応に関する事項) 

(7) 食事、飲み物、衣料等の手配に関すること。 

(8) 遺体収容所の調整 

(9) 空港の入場規制に係る調整 

(10)その他必要な活動 

警察 

(島田警察署) 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 捜索活動 

(3) 救助・救出活動 

(4) 避難誘導 

(5) 行方不明者の捜索 

(6) 検視及び死傷者の身元確認 

(7) 警戒区域の設定、交通規制の実施 

東京航空局東京空港事務所 

東京航空局静岡空港出張所 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 必要な飛行情報の提供 

(3) 捜索救難調整 

消防機関 

(静岡市消防局島田消防署 

及び消防団) 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 消火救難活動 

(3) 捜索活動 

(4) 救助・救出・救急活動 

(5) 医療救護活動 

(6) 負傷者の搬送 

医療機関 

(1) 救護所の開設 

(2) 医療救護活動 

(3) 患者搬送 

航空事業者 

(事故機体所有事業者) 

(1) 情報の収集･伝達 

(2) 各社の防災計画及び事故対策マニュアル等に基づき、直ちに社内

に事故対策本部を設置及び事故現場近傍に現地復旧本部を設置 

(3) 自社の現地復旧本部と近接して関係機関の現地本部が設置できる

よう手配 

(4) 市や県に対する必要な支援の要請 

(5) 事業者としての消火・捜索・救出・救助活動 

(6) 危険物等を積載している場合は、被害防止対策の実施、消防や警

察への報告 

(7) 被災者の家族等への情報提供 

(8) 被災者及び被災家族に対する必要な手配 

(9) 代行輸送等の手配 

(10)避難誘導 

(11)搭乗者等に対する広報 

静岡地方気象台 

東京航空地方気象台 
必要な気象情報の提供 

自衛隊 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 捜索活動 

(3) 救助・救出活動 

(4) 医療従事者、負傷者等の搬送 

(5) 現場医療活動の支援 

富士山静岡空港(株) 

(静岡空港における航空機事故発生時) 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 空港利用者に対する広報及び避難誘導 

(3) ターミナルビルの秩序維持及び災害応急対策等に必要な場所の提供 
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４ 捜索救難活動 

捜索救難活動は、東京航空局東京空港事務所に設置される救難調整本部が中心となり警察庁、消防庁、

国土交通省(航空局)及び防衛省(以下「救難調整本部等」という。)が連携して実施する。市､県及び県内

防災関係機関は、救難調整本部等から捜索救難の協力要請がある場合は、その指示に基づき、迅速的確

に対応する。 

 

５ 避難 

航空機事故の発生に伴う火災が周辺地域に延焼するおそれのある場合、あるいは煙・有毒物質等の拡

散等の影響がある地域に対し、市は、避難指示を発令し、安全な地域に避難所を開設する。避難誘導の

際、災害の概要及び災害危険箇所等の情報を提供する。 

 

６ 入国管理、検疫、動植物検疫、税関 

被災航空機が国際線であった場合は、検疫所、その他の関係機関と密接に連携して事態の対処を行う。 

 

７ 広報 

 

(1) 市は、市民に対し、航空機事故の状況、応急対策の状況、安否情報等の情報を、ホームページ及  び

報道機関を通じて広報する。また、航空機事故に伴う応急対策及び航空機事故調査、機体回収までの

事故現場への立入規制、生活道路の通行制限、停電発生時の電力復旧見込み等、住民生活に影響を及

ぼす事項についても、適宜広報する。 

 

(2) 静岡空港等で航空機事故が発生した場合、航空機事故等空港現地対応本部は、航空機事故の状況、

運航状況等を、空港利用者に対し適切な方法で広報するとともに、市民等に対し報道機関を通じて広

報する。 

 

(3) 事故機体所有航空事業者は、乗客及び被災者家族等に対し、航空機事故の状況、安否情報、医療機

関の情報等を適切な方法で広報する。 

 

(災害復旧計画については、１ 道路事故対策計画 第４章災害復旧計画に準ずる。) 

 


